
＊厚生労働省では、基本目標＞施策大目標＞施策目標を設定して、政策を実施しています。

目標１

（課題１）

目標２

（課題２）

基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年
度

令和３年
度

月２回 月２回 月２回 月２回 月２回

月２回 月２回

平成29年
度

平成30年
度

(1)
健康危機管理体制の整備
（平成10年度）

20百万円
（12百万
円）

169百万
（144百万）

170百万 1 345

達成手段１

補正後予算額（執行額） 令和元年
度当初
予算額

関連する
指標番号

令和元年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策目標名（政策体系上の位置付け）
健康危機が発生した際に迅速かつ適切に対応するための体制を整備すること（施策目標Ⅰ－１１－１）
　　　基本目標Ⅰ：安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康作りを推進すること
　　　　施策大目標１１：健康危機管理を推進すること

担当
部局名

大臣官房厚生科学課健康危機管理･
災害対策室

作成責任者名 健康危機管理･災害対策室長　高島　章好

本施策は、次の項目を柱に実施している。
・健康危機管理体制を整備すること
・地域における健康危機管理体制の整備を図ること
○根拠法令等
・「厚生労働省健康危機管理基本指針」（平成９年１月事務次官決裁）
・「厚生労働省健康危機管理調整会議に関する訓令」（平成１３年１月厚生労働省訓令第４号）
・「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（平成６年１２月厚生労働省告示第３７４号）

医薬品、食中毒、感染症、飲料水等により生じる国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止、治療等に関する業務を行
うため、健康危機が疑われる各種情報の収集・分析、並びに省内各部局間の横断的かつ緊密な連携及び短時間での的確な政策調整を行い、また、世界健康安全保
障行動グループ（ＧＨＳＩ）等の国際会議に出席し、健康危機管理の向上及びテロ行為に対する準備と対処に係る各国との連携を図ることで、省内における健康危機管
理に対する体制整備に資する。

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等

施策の概要

施策実現のための背景・課題

基準値

月２回

1

2

多様化する健康危機事例の未然防止及び拡大抑制のため、平時より健康危機管理に関する体制の整備や広域的な連携体制の整備、危機管
理に関する研修の実施等により、地域における健康危機管理体制の強化を図り、安心で健康な国民生活の確保を図ることが求められているた
め。

健康危機管理体制を整備すること

地域における健康危機管理体制の確保を図ること

公衆衛生上の緊急事態やテロリズム等国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して迅速かつ適切に対処することを目的としている。

達成目標の設定理由

各課題に対応した達成目標

年度ごとの実績値

健康危機管理体制を着実に整備するためには、定期的に会議を開催し、健康危機管理担当部局間の情報共有・連携強化を図ることが有効と考
えられるため指標として選定し、情報更新の頻度等を踏まえ、月に２回の開催を目標値としている。ただし、突発的な健康危機管理事案が発生し
た場合は、月に２回に限らず、その都度開催することとしている。
（参考）平成29年度実績：24件、平成30年度実績：25件

年度ごとの目標値

令和元年行政事業レビュー事業番号

①
健康危機管理調整会議の定期開催
件数
（アウトプット）

- -

達成目標/課題との対応関係

医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他何らかの原因により生じる国民の生命、健康を脅かす事態に対して、迅速かつ適切に対応するための
体制を整備しておくことが求められるため。

達成目標１について

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

目標年度

測定指標（アウトカム、アウトプット）
※数字に○を付した指標は主要な指標

毎年度

目標値

（厚生労働省１（Ⅰ－１１－１））



基準年度
平成29年

度
平成30年

度
令和元年

度
令和２年
度

令和３年
度

90％以上 90％以上 90％以上 90％以上 90％以上

111% 集計中

前年度
（344回・
7,369人）
以上

前年度
（362回・
7,079人）
以上

前年度
以上

前年度
以上

前年度
以上

362回・
7,079人

集計中

平成29年
度

平成30年
度

(2)
地域健康危機管理対策事業
（平成18年度）

65百万円
（9百万円）

65百万円
（12百万
円）

65百万円 － 344

(3)
健康危機管理体制整備推進費
（平成5年度）

4百万円
（3百万円）

4百万円
（3百万円）

4百万円 2 346

(4)
健康危機管理情報収集事業費
（平成14年度）

19百万円
（18百万
円）

15百万円
（14百万
円）

16百万円 － 347

(5)
災害時公衆衛生従事者緊急派遣事業
（平成24年度）

2百万円
（0.9百万
円）

2百万円
（0.6百万
円）

2百万円 － 348

(6)
保健所の非常用自家発電装置の整備
（平成30年度）

- - 1,191百万 - -

③

保健所が実施した市町村職員に対
する健康危機管理に関する研修(指
導)の実施回数・参加延人員
（地域保健・健康増進事業報告によ
る）（アウトカム）

344回・
7,369人

平成28
年度

前年度
以上

毎年度

地域で健康危機管理を担う保健所職員及び保健所所管区域内の市町村職員を対象として、上記研修を受講した保健所長等のリーダーシップ
の下で実施される復命研修を含む各種研修の実施回数及び参加者数を指標として選定した。
（参考）平成27年度実績：240回・6,552人、平成28年度実績：344回・7369人、平成29年度実績：362回・7079人、平成30年度実績：集計中

地域保健・健康増進事業報告
URL: https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450025&tstat=000001030884

関連税制

68.0%

173,494

255,166

執行率(％、e/d）

多様化する健康危機事例に的確に対応するため、保健所長及び保健所の管理職員等を対象として、実際の健康危機事例発生時の対応に関する演習、必要な知識
等の取得を内容とした研修を実施することで、地域における健康危機管理に対する体制整備に資する。

地域における健康危機管理の拠点であり、避難所や在宅の住民の医療、保健、福祉のニーズに対応する中心拠点である保健所について、その機能を３日程度維持
できる体制を確保する。

--

執行額(千円、e)

予算の状
況

（千円）

当初予算(a)

補正予算(b)

­

-

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

政策評価実施予定
時期(評価予定表）

平成29年度

令和元年度

255,166

令和２年度要求額

1,616,820

0

0

1,616,820

施策に関係する内閣の重要施策
（施政方針演説等のうち主なもの）

達成手段２

平成30年度

関連する
指標番号

達成手段の概要、施策目標達成への寄与の内容等

-

目標年度

達成目標２について

0

0

地域における健康危機管理情報の収集や解析等を行うことにより、地域における健康危機事例発生時の迅速かつ適切な解決に向けた対応を支援する。

保健師等を中心とした公衆衛生従事者を被災地に派遣し、迅速かつ的確な支援体制を確立するため、災害時における派遣ガイドラインの作成や派遣者の養成研修を
実施することで、災害時の健康危機管理に対する支援体制整備に資する。

施策の予算額・執行額

区分

繰越し等(c)

合計(d=a+b+c)

令和元年行政事業レビュー事業番号

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠基準値測定指標（アウトカム、アウトプット）

90％以上

保健所を中核とする健康危機管理体制の整備や緊急時に求められる保健活動への対応などに対して支援を行うことで、健康危機管理体制の充実を図る。

年度ごとの実績値

②

目標値

年度ごとの目標値

毎年度

地域における健康危機管理を担う拠点組織の管理者として、保健所長等の研修を行うことは人材育成の観点から有効であるため指標として選
定した。
100%の受講者出席率が望ましいところであるが、保健所長としての職責や業務多忙により研修への出席が困難であることや、過去の出席率等
を考慮した現実的な数値として、90%以上で目標値を設定した。
（参考）平成27年度実績：94%、平成28年度実績：119%、平成29年度実績：111%、平成30年度実績：集計中

補正後予算額（執行額） 令和元年
度当初
予算額

健康危機管理保健所長等研修の受
講者出席率
（アウトプット）

-


